
 

 

 

 

 

 

安来市消費者教育推進計画 

消費者の自立と安心・安全で豊かな消費者市民社会を目指す 
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私たち消費者を取り巻く状況は、少子高齢化社会の進行、情報通信機器・情報

サービスの急速な発達・普及による情報量の増加など、急速なスピードで変化し

ています。そのために消費者被害も多様化・深刻化し、子どもから高齢者まで、

あらゆる世代で誰もが消費者被害に巻き込まれるおそれがあります。 

本市では、安来市消費生活センターを中心に、市民の皆様の消費生活の安定と

向上のために、さまざまな消費者問題の解決に向けた取り組みを進めてまいり

ました。 

消費者が安心・安全に暮らしていくためには、消費者自身が消費生活に関する

正しい知識と的確な判断力を身に付けることが、これまで以上に必要となって

います。 

また、消費者は自らの消費行動が現在及び将来にわたって社会経済や環境に

影響を及ぼすことを自覚し、持続可能な社会の形成に積極的に参加していくこ

とが大切です。 

このような状況を踏まえ、「自ら考え行動する自立した消費者」を育成する消

費者教育の推進を図るため、このたび「安来市消費者教育推進計画」を策定しま

した。今後は、本計画を推進していくために、学校、地域、職域などさまざまな

場所で関係機関と連携し、消費者教育の推進に取り組んでまいります。 

終りになりましたが、本計画を策定するにあたり、熱心にご審議いただきまし

た安来市消費者行政審議会委員の皆様をはじめ、アンケート調査を通じて貴重

なご意見・ご提案をくださいました市民の皆様、学校教育現場の皆様ほか、関係

者の皆様に心からお礼を申し上げます。 

 

令和２年３月 

安来市長 近 藤 宏 樹 
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安来市消費者教育推進計画 

第1章 計画の策定について 

1. 計画策定の趣旨 

 消費者教育の推進に関する法律の施行 

消費者教育を総合的・一体的に推進することを目的として、「消費者教育の推進

に関する法律（以下、消費者教育推進法という。）」が平成 24年 12月に施行されま

した。 

消費者教育推進法では、「消費者教育を総合的かつ一体的に推進すること」を目

的として、「消費生活に関する知識を修得し、これを適切な行動に結びつけること

ができる実践的な能力が育まれること」及び「消費者が消費者市民社会を構成する

一員として主体的に消費者市民社会の形成に参画し、その発展に寄与することがで

きるよう、その育成を積極的に支援すること」が基本理念に掲げられています。 

また、消費者教育推進法第 9 条の規定に基づき、「消費者教育の推進に関する基

本的な方針」（以下、基本方針という。）が平成 25年 6月に閣議決定されました。

基本方針は、国や地方公共団体の施策の指針としてだけでなく、消費者、消費者団

体、事業者、事業者団体、教職員、消費生活相談員、地域福祉関係者、その他の幅

広い消費者教育の担い手の指針として、消費者教育の推進の意義及び基本的な方向、

推進の内容、関連する他の消費者政策との連携に関する事項が定められました。 
 

 計画策定の趣旨 

少子高齢化の進展、高度情報化の進展、消費生活のグローバル化、社会インフラ

に関わる産業の自由化、民法改正による成年年齢の引き下げなど、消費者を取り巻

く環境は大きく変化しており、消費者問題は一層多様化・複雑化しています。 

また、地球温暖化や貧困、大規模災害の発生、地域経済の活性化等への課題意識

が高まっており、2015年「地球上の誰一人として取り残さない」持続可能な社会実

現のため、「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」が国連において採択されま

した。これは、持続可能な開発目標（SDGs）として取り組まれており、我が国も実

施方針を掲げ取り組んでいるところです。 

消費者においても、この社会的課題が産業活動のみならず、消費活動にもよると

ころが大きいとの認識が広がっており、自らの消費が社会に与える影響の自覚と、

環境や地域経済等に配慮した行動、さらには、持続可能な消費の実践が求められる

ようになりました。 
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本市では、平成 22 年に安来市消費生活センターを設置し、市民の消費生活に関

する相談、苦情等を受け付けるとともに、情報の提供、出前講座などの啓発活動を

実施し、知識の普及を通じて、消費生活に関するトラブルや被害防止に向けた取り

組みにも努めてきました。 

しかし、消費者を取り巻く環境が大きく変化する中、市民が消費者被害に遭わず、

安心・安全に暮らし、持続可能な社会を形成していくためには、消費者を保護する

だけではなく、市民自身が消費生活に関する知識を修得し、適切な意思決定ができ

る「自立した消費者」の育成を目指した消費者教育の観点が重要となっています。

また、消費者教育を通じて、市民一人ひとりが、自身の消費活動について、経済社

会の発展や持続可能な社会を形成する上で大きな役割を果たすことを認識し、モラ

ルとマナーを備えた消費者として行動することができる「消費者市民社会」の形成

を目指していくことが大切となります。 
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安来市消費者教育推進計画 

2. 計画の位置付け 

本計画は、安来市における消費者教育を推進するために、消費者教育推進法第 10

条第 2項の規定に基づく計画として策定します。 

策定にあたっては、国の基本方針及び「島根県消費者基本計画」を踏まえるとと

もに、本市の最上位計画である「第 2次安来市総合計画」における消費者行政分野

の個別計画として、各種の関連計画との整合を図ります。 

【計画の位置付け】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 計画期間 

本計画の期間は、令和 2年度から令和 6年度までの 5年間とします。 

なお、本計画における消費者教育の推進に向けた取り組みは、計画最終年度であ

る令和 6年度に、5年間の推進状況の評価と次期計画の策定に向けた計画の見直し

を行います。 

また、本計画期間中においても、社会情勢の変化などが生じた場合には、必要に

応じて計画の見直しを行うものとします。 

【計画期間】 

 

  

消費者教育の推進に関する法律（消費者教育推進法） 

平成 24年 12月 3日施行 

消費者教育の推進に関する基本的な方針（基本方針） 

平成 25年 6月 28日閣議決定（平成 30年 3月 20日変更） 

第４期島根県消費者基本計画 （第 5期計画） 

［平成 28年度～平成 31年度］   ［令和 2年度～令和 6年度］ 

第２次安来市総合計画 

人が集い 未来を拓く ものづくり

と文化のまち［2016～2025年］ 

（後期計画） 

［令和 2年度～7年度］ 

安来市消費者教育推進計画 

［令和 2年度～令和 6年度］ 

●国 

●島根県 

●安来市 

（年度） 

Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 ・・・ 

 

     

    
安来市消費者教育推進計画（本計画） 

［令和 2年度～令和 6年度］ 
     

次期計画 

［令和 7年度～］ 
    

 

計画策定 

評価・次期 

計画策定 
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4. 消費者教育の定義と対象 

 消費者教育の定義 

消費者教育推進法では、消費者教育を次のように定義しています。 

この法律において「消費者教育」とは、消費者の自立を支援するために行われ

る消費生活に関する教育（消費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画す

ることの重要性について理解及び関心を深めるための教育を含む。）及びこれ

に準ずる啓発活動をいう。（消費者教育推進法第 2条第 1項） 

 

また、消費者市民社会については、次のように定義されています。 

この法律において「消費者市民社会」とは、消費者が、個々の消費者の特性及

び消費生活の多様性を相互に尊重しつつ、自らの消費生活に関する行動が現

在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼ

し得るものであることを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的

に参画する社会をいう。（消費者教育推進法第 2条第 2項） 

 

 本計画において推進する消費者教育は、消費者教育推進法第 2 条における定

義に基づくものですが、地域における多様な活動を総合的に推進するという観

点から、消費生活センターの活動にとどまらず、食育1や地域課題についての教

育や環境や持続可能な社会の形成について学ぶ ESD2の取り組み等を幅広く含む

ものとします。 

 

 消費者教育の対象 

消費者とは、個人的な消費を目的として商品やサービスを購入・入手するす

べての個人を意味しています。生涯、消費を通じて社会と関わっていくため、子

どもも、大人もお年寄りも、みな消費者教育の対象となります。 

 

 

 

 

 

 

1 食育：食事や食物に関する知識と選択力を身につけ、健全な食生活が送れるようにするための教育 

2 ESD：持続可能な開発のための教育（Education for Sustainable Developmentの略）、持続可能な開発を実現す

るために発想し行動できる人材を育成する教育 

幼児期 小学生期 中学生期 高校生期
若者 成人一般 高齢者

成人期
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 消費者教育を行う者 

ライフステージ（消費者の年齢）に応じた様々な教育の場（学校、地域、家庭、

職場など）を活用して、多様な担い手（自治体、教育機関、事業者、NPO3など）

が消費者教育を行います。 

そのために、安来市では消費者教育の担い手である消費者リーダー4を支援・

育成するとともに、主体間の情報共有と連携により効果的な消費者教育の推進

を目指します。 

 

  

 

3 NPO：Nonprofit Organizationの略で様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し収益を分配することを目

的としない団体の総称 

4 消費者リーダー：市町村や消費者団体における消費生活相談への従事、各地域における身近な消費者の最初の相

談相手となり適切な助言をすること等の地域の消費者教育や啓発活動を担う人材のこと 
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第2章 消費者を取り巻く現状と課題 

1. 社会経済情勢の変化と消費生活 

 人口減少、高齢化の進行、高齢世帯の増加 

安来市の人口は、減少を続けており、平成 27年には総人口が 4万人を割り、国

立社会保障・人口問題研究所の予測では、2045年には約 2 万 5 千人と平成 2 年と

比較して半減する推定となっています。 

高齢化が進行し、平成 27年には高齢化率は 35％となり、3人に 1人以上が高齢

者となっています。また、独居高齢世帯及び高齢夫婦世帯も増加を続けており、同

年には 4世帯に 1世帯が高齢世帯となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 高齢化率・高齢世帯の増加は、高齢者による消費活動の拡大や高齢者向けの商品・サー

ビスの充実につながる一方で、判断力が低下した高齢者を狙った悪質商法の増加等によ

り、高齢者の消費者トラブルも増えていくことが懸念される。  

  

8,876 7,467 6,434 5,926 5,438 4,798 4,222 3,684 3,272 2,874 2,570 2,296 

30,659 

29,233 
27,305 25,539 

23,626 
20,593 

18,689 17,067 15,588 14,250 12,323 10,766 

8,946 
10,231 

11,496 12,374 

12,760 13,816 14,344 
14,051 

13,482 
12,752 

12,430 
11,807 

18%

22%

25%
28%

31%

35%

39%
40%

42% 43%
45%

47%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H2 H7 H12 H17 H22 H27 2020 2025 2030 2035 2040 2045

総人口と高齢化の推移（安来市）

0～14歳 15～64歳 65歳以上 年齢不詳 高齢化率

（48,942）

（人）

（46,934）
（45,255）

（43,839）（41,836）
（39,528）

（37,255）
（34,802）

（32,342）
（29,876）

（27,323）
（24,869）

推計値実績値

出典：平成 27年までは国勢調査（総務省） 
   平成 27年以降は日本の将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 
（※）平成 27年までの総数は年齢不詳を含む。高齢化率の算出の際には母数から年齢不詳を除いている。 
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 高度情報通信社会の進展（全国） 

情報通信技術の普及はめざましく、インターネットの利用者は全体で 8 割前後、

6～12歳で 7割前後、13～19歳ではほぼ全員が利用する状況となっており、高齢者

の利用も増加しています。 

スマートフォン所有率も各年齢層で所有率は急激に増加しており、平成 30 年に

は、6～12歳で約 33％、13～19歳で約 84％、65歳以上で約 27％の利用率となって

います。 

パソコンやスマートフォン等の普及に伴い、ネットショッピング等の電子商取引

（ＥＣ）5市場が拡大しており、消費者の決済手段の多様化・高度化が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 決済手段の多様化・高度化は消費者の利便性の向上に寄与する一方で、カード情報の

漏えいや悪用、悪質商法の支払手段として利用されるなどの消費者トラブルも生じる

ようになっている。 

  

 

5 電子商取引（ＥＣ、イーコマース）：インターネットなどのネットワーク上で契約や決済を行う商取引のこと 

8 8 10
11

13 14
15

17
183%

3% 3%
4%

4%
5%

5%
6%

6%

0%

2%

4%

6%

8%

0

5

10
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20

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

消費者向け電子商取引の市場規模とＥＣ化率

EC市場規模 EC化率 出典：平成30年度電子商取引に関する市場調査（経済産業省）
（※）「ＥＣ化率」とはすべての商取引における電子商品の割合

（億円）
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 消費生活のグローバル化の進展（全国） 

経済社会のグローバル化の進展に伴い、消費生活においてもグローバル化が進展

しています。消費財の輸入は増加してきており、消費者にとっても輸入商品は身近

な存在となっています。 

また、インターネットを利用して誰もが容易に国境を越えて直接取引できるよう

になっており、越境電子商取引の市場規模は、今後さらに拡大すると予想されてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 商品やサービスの選択の幅が広がる等、グローバル化の進展による恩恵を受けられる

一方、気軽に海外事業者と取引できるようになったことで、越境取引に関する消費者

トラブルに遭うケースも発生している。 
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4.4 4.5

5.3
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消費財の輸入額の推移

食料品及び直接消費財 耐久消費財 非耐久消費財

（兆円）

（10.5）（11.5）

（14.2）
（13.1）

（14.3）（14.9）

（17.1）
（17.9）（18.6）

（16.9）
（18.9）

（19.6）

出典：貿易統計（財務省） 
（※1）日本の輸入額のうち、消費財（食料品及び直接消費財、非耐久消費財及び耐久消費財） 
（※2）四捨五入のため合計は必ずしも一致しない 
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全国の食品ロス量 

出典：食品ロス量推計値（農林水産省） 

 環境問題と消費生活 

安来市の二酸化炭素の家庭部門からの排出量は、1990年と 2000年代を比較する

と 30％の伸びとなり、総排出量に占める割合は、11％から 14％に増加したままと

なっています。 

全国における 2016年度の食品ロス6の発生量は、年間 643万トンと試算され、そ

の約半数は家庭から発生しています。（年間１人当たりの食品ロス量は 51kgと年間

１人当たりのコメの消費量（約 54kg）に相当します） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 資源やエネルギーの消費量の増加など、環境への負荷は依然大きなものとなってい

る。また、2019年 10月に「食品ロスの削減の推進に関する法律」が施行され、食

品ロスの削減に向けた取り組みの必要性が高まっている。 

 

 

6 食品ロス：売れ残りや食べ残し、期限切れ食品など、本来は食べることができたはずの食品が廃棄されること。 

296 300
378
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215

331 304 318 316 324
288 294

57 79
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62

71
65

67 65 64
66 67

56
76

79

82

71
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67 72

88

105

101

98

97
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95
94

92 90

88 88
2

2

0

0

0

0
0

0 0 0

0 0

11%

13%
13%

15%

16%

14% 14%
15%

14% 14%
13%

14%

0%

5%

10%

15%

20%

0

100

200

300

400

500

600

700

1990 2005 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

安来市のCO2排出量の推移

産業部門 業務その他部門 家庭部門

運輸部門 廃棄物部門 家庭部門の占める割合

(498)

(562)

(千t-CO2)

(630)

(546)

(445)

(581)

(540)
(566)

(549) (554)

(509) (521)

出典：環境省 
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 民法改正による成年年齢の引き下げ 

民法改正により、2022年 4月 1日には、成年年齢が現行の 20歳から 18歳に引

き下げられます。民法では、未成年者が親権者等の法定代理人の同意を得ずに締結

した契約は、事業者の行為の不当性の有無に関わらず取り消すことができるが（未

成年者取消権）、この民法改正に伴い、保護されていた 18歳、19歳の若者が保護

の対象から外れることになります。 

 

⇒ 18歳、19 歳の新たな新成人が深刻な経済的損失を被ることのないよう、高校生期ま

での消費者教育の充実が早急の課題となっている。 

 

 環境や人・社会に配慮した消費行動の高まり 

2015年に国連で採択された「持続可能な開発目標(SDGs（エス・ディー・ジーズ）)」

では、公正で持続可能な社会の実現を目指し、17の目標を掲げています。 

消費者市民社会を目指し、ライフステージに応じた体系的な消費者教育の推進は、

倫理的消費（エシカル消費）の普及・啓発活動をはじめ、食品ロスの削減、消費者

志向経営の推進などとともに、SDGsの達成に貢献するものとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 消費者市民社会の形成は、ＳＤＧｓの達成に貢献するものである。消費者、事業者、

地方公共団体、国などの関係者が連携・協働して取り組むことが必要となる。中でも、

消費者が「当事者」であることを自覚して行動できるようにする消費者教育が重要と

なる。 

【消費者市民社会の形成に関連するＳＤＧｓ】 

ＳＤＧｓ12番目の目標 「つくる責任・つかう責任」 《持続可能な生産と消費》 

（エシカル消費の例） 

出典：消費者庁 

出典：島根県消費とくらしの安全

新たな視点 
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 消費者志向経営7
 

消費者の意見をいかした商品・サービスの提供など、消費者を重視した事業活動

が行われることにより、消費者と事業者による健全な市場の実現が期待されること

から、多くの事業者・事業団体が「消費者志向経営」の取り組みを展開しています。 

消費者庁では、事業者による消費者を重視した事業活動である「消費者志向経営」

を推進するため、優良事例の表彰を行うなど事業者団体、消費者団体と連携し、事

業者による「消費者志向自主宣言・フォローアップ活動」の普及を図っています。 

消費者志向経営は、持続可能で望ましい社会の構築に向けて、自らの社会的責任

を自覚して事業活動を行うことを柱の一つとして位置付けており、国際的に取り組

んでいる持続可能な開発目標（SDGs）とも関連深い取り組みです。 

 

⇒消費者志向経営は、健全な市場の実現により消費者の安全・安心をもたらすものであ

り、規制や法執行等に加えて、消費者、事業者、行政等関係者がコミュニケーション

により価値観を共有し連携・協働して取り組むことが重要となる。 

 

 

  

 

7 消費者志向経営：企業等の組織が社会の一員として、自らの活動によってもたらされる影響を十分配慮し、消費

者の権利を尊重し、消費者のニーズや期待にこたえることにより組織の社会的責任を果たすこと 
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2. 安来市における消費者行政の現状 

 安来市消費生活センターの相談状況 

 年齢別相談件数の推移 

平成 27年から平成 30年までの相談件数は概ね 100件前後で推移しています。 

年齢別では、60 歳以上が半数程度を占めているものの、各年齢層から相談がき

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 相談内容 

平成 27年度から平成 30年度の相談内容は、「商品一般」、「他の役務」、「デジタ

ルコンテンツ」、「インターネット通信 サービス」が 15％～20％となっています。 

 

  

11 12
4 2

9
17

9 9

11

21

8 15

18

15

19
24

28
18

30 23

18

30

23 24

48%

42%

57%

48%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0

20

40

60

80

100

120

H27 H28 H29 H30

29歳以下 30歳台 40歳台 50歳台

60歳台 70歳以上 60歳以上割合

（95件）

（113件）

（93件）
（97件）

出典：安来市消費生活センター 

商品一

般, 20%

他の役

務, 19%

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝ

ﾃﾝﾂ, 17%

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

通信ｻｰ

ﾋﾞｽ, 15%

他の保健・

福祉, 8%

健康食

品, 5%

多重債

務, 3%

ﾌﾘｰﾛｰﾝ・

ｻﾗ金, 3%

工事・建

設, 3%

その他, 

9%

※H27～H30の相談件数398件に対する割合
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 販売購入形態別相談件数 

「通信販売」が 28％で最も多く、以下、「電話勧誘販売」26％、「店舗購入」14％

が続いています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 特殊詐欺被害件数及び被害額 

安来警察署管内では、平成 30年は被害が無かったものの、平成 26年から平成 29

年にかけては 2、3件/年の被害が発生しています。 

 

 

 

 

  

通信販

売, 28%

電話勧誘

販売, 

26%

店舗購

入, 14%

訪問販

売, 9%

その他, 

3%

不明・無

関係, 

20%

※H27～H30の相談件数398件に対する割合

714

1350

143

510

2 2

3

2

0

0

400

800

1200

1600

0

1

2

3

4

H26 H27 H28 H29 H30

振り込め詐欺被害額 振り込め詐欺件数

（件） （万円）

出典：安来警察署 
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3. アンケート調査結果 

 市民アンケート調査結果概要 

① 調査の目的 

市民の消費活動時の意識や消費者トラブル経験の有無、トラブル遭遇時の対応、消費者

教育の経験等に関する実態を把握するためにアンケート調査を行った。 

 

② 調査概要 

調査対象者及び配布方法 安来市内在住の18歳以上の市民から1,000人を無作為抽出し郵送配布 

配布・回収数 配布数：1,000  有効回答数：499（回収率：49.9％） 

 

③ 調査結果概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 商品購入やサービス利用時に意識すること(3 つまで)については、「価格(91%)」、「機

能・品質(74%)」、「安全性(50%)」の割合が高く、「消費やサービスが環境に及ぼす影響」

は 1％と非常に低い。 

 消費者として意識すること(いくつでも)については、「将来を見通した生活設計

(25%)」、「エコ・省エネ・リサイクルの環境(22%)」、「地域の活性化・地産地消(15%)」、

「トラブルに備えた対処法(7％)」などの割合が低い。 

 消費者問題への関心度は、「関心がない」と「あまり関心がない」を合わせると全体の
14％に対して、29歳以下では 30％と若い世代の関心度が低い。 

 

 安来市消費生活センターの認知度は、「知らなかった(42%)」、「名前は聞いたことがあ

るが、何をしているかは知らない(36%)」と低い。 

 消費者ホットライン(188)の認知度は、「知らない(79%)」と低い。 

 

 
知っていて、利用し

たことがある, 2%

利用したことはない

が、名前も業務内容

も知っている, 15%

名前を聞いたことはあ

るが、何をしているか

は知らない, 36%

知らなかった, 

42%

無回答, 

5%

安来市消費生活

センターの認知度

(n=492)

知っている, 

20%

知らない, 79%

無回答, 0%

消費者ホットライン

（188）の認知度

(n=492)
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 商品購入・サービス利用時のトラブル経験の有無は、「これまでもないし、今後もあわ
ないと思う」の割合が、全体の 11%に対して 60歳以上は 16%（70歳以上は 26%）と

高齢層が高い。 

 商品・サービス利用時のインターネットは 60 歳以上でも 32%が利用すると回答して

いる。トラブルを経験した人の割合は利用しない人の 16%に対して利用する人は 30%

と高い。 

 トラブル遭遇時の相談に関しては、50%の人が「相談していない」と回答している。相

談をしなかった理由は「相談するほどの被害ではないと思った」が 48%で最も多いが、

「どこに相談すればよいか分からなかった」との回答も 20%ある。 

 トラブルが解決しなかった人は、全体の 19%に対して 60歳以上は 24%と高い。また、

回答者数は少ないが、解決しなかったとの回答が、一人暮らしは 33%、夫婦のみは 25%

と全体と比較して高い。 

 消費者教育については、全体の 62%、60歳以上の 79%が「受けたことがない」と回答

している。 

 消費者教育を受けたことがない理由(2 つまで)は、「消費者教育という存在を知らなか

った(63%)」が最も多く、「受ける場があることを知らなかった(48%)」が次に多い。 

 消費者教育を受ける重要な場は、「小中学校、高等学校等の授業(61%)」がもっと多く、

「地域（交流センター、自治会、老人会等）での講習会(54%)」が次に多い。 
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 教育現場アンケート調査結果概要 

 調査の目的 

幼児教育、学校教育における消費者教育の実態を把握するためにアンケート調査を行っ

た。 

 

 調査概要 

 
保育園・認定 

こども園、幼稚園 
小学校 中学校 高等学校 

配布数 22 17 5 2 

回収数 19 16 4 2 

回収率 86％ 94％ 80％ 100％ 

 

 調査結果概要 

 

 

 

 

  

 幼児教育（３歳・４歳・５歳）、小学校、中学校、高等学校の各段階・各年齢層で様々
な消費者教育が行われている。 

 年間の授業時間（小学校、中学校、高等学校）については、「1～5時間未満」から「20

時間以上」と学校・学年によって様々である。 

 ポスター掲示、保護者への情報提供など消費者教育に関する教科等以外での取り組み
については、小学校で 6/16校、中学校、高等学校で 1/6校が「特に行っていない」と

回答している。 

 消費者教育を行うにあたっての各種団体等の取り組みの利用については、幼児教育（３
歳・４歳・５歳）の 14/19園、小学校の 9/16校が「利用したことがない」と回答して

いる。利用したことがない理由は「取り組みに関する情報がなく、よく知らなかった」

が最も多く、小学校では「学校の授業により十分な消費者教育が実施できており、必要

がなかった」が次に多い。 

 消費者教育に関する課題は、幼児教育（３歳・４歳・５歳）は「どのような取り組み
をすればよいか分からない」がもっと多い。小学校、中学校、高等学校では「他の優先

課題があり取り組めない」が最も多く、「どのような取り組みをすればよいか分からな

い」が次に多い。 
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社会への扉8 

8 社会への扉：成年年齢の引下げの動きも踏まえ、高等学校段階までに、契約に関する基本的な考え方や責任を理

解するとともに、契約を通じて消費者として主体的に判断し責任を持って行動できるような能力を育む

ことを目的とした消費者庁作成教材。 

 

 

 

 

 

消費者教育を推進するために必要なことは、幼児教育（３歳・４歳・５歳）、小学校

では「実践事例の紹介」が最も多く、「幼児・児童向け教材の作成・配布」が続いてい

る。中学校、高等学校では「教員に対する研修」、「消費者行政との連携」が最も多い。 

授業で活用しやすい又は効果があると思われる教材は、幼児教育（３歳・４歳・５歳）、

小学校、中学校、高等学校とも「ＤＶＤ等映像の教材」が最も多い。

消費者教育に関する教材で希望するテーマは、小学校、中学校、高等学校では、「携

帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブル」が最も多い。

成年年齢の引き下げの法改正を踏まえた消費者教育については、中学校で 3/4 校、

高等学校で 2/2校が行っていると回答している。

「社会への扉 8」を活用した授業については、高等学校で 2/2校が行っていると回答

している。

消費者教育に関する課題 

幼児教育

（n=18）

小学校

（n=16）

中学校

（n=4）

高等学校

（n=2）

１．どのような取り組みをすればよいか分からない 11 7 1 0

２．対象となる子どもの年齢が低く、生活上の経験が少ないため、

    伝え方が難しい
6 － －

３．家庭における教育との関連付けを図るうえで、

  保護者との連携が難しい
0 － －

４．指導者や講師となる人材の情報が得られない 5 3 0 0

５．活用できる教材が少ない 3 4 1 1

６．予算がない 6 4 0 0

７．職員の指導力の向上を図る研修等の学習機会が少ない 1 5 1 1

８．他の優先課題があり取り組めない 8 11 4 1

９．変化する消費者問題への対応が困難 0 2 2 1

10．特にない 1 4 0 0

11．その他 － 2 － －
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4. 関係団体ヒアリング調査結果 

 関係団体ヒアリング調査概要 

① 調査の目的 

消費者教育を行う関係団体及び市関係課について、消費者教育に関する取り組み状況

を把握するため、事前アンケート及びヒアリング調査を実施した。 

 

② 事前アンケート・ヒアリング先 

 

 

 

属 性 団体数 事前アンケート ヒアリング 

関係団体（警察、金融、教育、法律、社会福祉、 

消費者団体、民生児童委員、消費者行政） 
16団体 16団体 10団体 

市関係課 4課 4課 4課 
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③ 事前アンケート調査結果（消費者教育の取り組み状況） 

 幼児期 小学生期 中学生期 高校生期 
成人期 

特に若者 成人一般 特に高齢者 

消
費
者
市
民
社
会
の
構
築 

消費がもつ 

影響力の理解 

       

持続可能な消費の実践 
       

消費者の参画・協働        

商
品
等
の
安
全 

商品安全の理解と危機

を回避する能力 

       

トラブル対応能力        

生
活
の
管
理
と
契
約 

トラブル対応能力 

       

選択し、契約すること

への理解と考える態度 

       

生活を設計・管理する

能力 

       

情
報
と
メ
デ
ィ
ア 

情報の収集・処理・発信

能力 

       

情報社会のルールや情

報モラルの理解 

       

消費生活情報に対する

批判的思考力 

        

 

消費者問題弁護士相談（無料相談）【安来市消費生活センター】 

情報モラル教室 

【安来警察署・ＮＴＴ】 

より良い消費生活のための集い（消費者被害防止の啓発イベント）【安来市消費生活センター】 

ホットハート通信（市報）【安来警察署、安来市消費生活センター】 

安来市環境フェア（環境専門家による講演会、自然エネルギー教室、）環境関連団体ブース【安来市環境政策課】 

講師派遣（学校授業、教員研修会、ＰＴＡ総会、公民館などで、専門知識を持つ金融広報アドバイザーを無料派遣）【島根県金融広報委員会】 

給食センター見学の受入【安来市給食教育課】 

学校での金銭・金融教育研究校の指定（金融教育講演会の開催） 

島根県金銭金融教育協議会（教員・教育関係者を対象）   島根県金融広報委員会】 

環境イラストコンテスト【安来市環境政策課】 

くらしとお金講演会 

（会場：松江） 

【島根県金融広報委員会】 

地区健康会議での講演【安来市子ども未来課】 乳児検診でのメディアに関

する啓発広報、子育て支援セ

ンターイベントでの講演会

【安来市子ども未来課】 
出前授業（携帯電話の使い方）【島根県弁護士会】 

市内イベントでの特殊詐欺被害防止活動（チラシ配布・ステージでの寸劇）【安来警察署】 

未成年飲酒・喫煙防止街頭

キャンペーン【安来警察署】 

学校授業への外部講師派遣【安来市子ども未来課】 

水環境学習ツアー 

【安来市環境政策課】 

夏休み体験教室 

～おかねイロイロ探検隊～ 

【島根県金融広報委員】 

出前授業（法教育）【島根県弁護士会】 

出前講座【ＮＰＯリーガルネットワークしまね、島根県弁護士会】 

 
学校教育については、学習指導要領の改訂により、関連する教科等（社会科、公民科、家庭科、技術・家庭科等）について消費者教育の充実化 

【小・中学校：Ｈ29.3改訂、高等学校：Ｈ30.3】 
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 ヒアリング調査結果 

① 学校教育について 

取り組み状況 

 小中学校では、様々な指導内容の中において、消費者教育の他に
も“○○教育”というものがたくさんあり、指導内容に様々な視点

を盛り込ませていかなければならない。 

 教員などの教材研究について、消費者教育に充てる時間を増や
すことができればもっと充実していくと思うが、なかなか追いつ

いていない。 

外部講師の活用状況 

 学校単位で方針を決めて行っている。 

 比田小学校では、島根県金融広報委員会が主催する金銭教育の
研究校の指定を受けており、地元の「えーひだカンパニー」のＣ

Ｍづくりなどに取り組んでいる。児童の記憶に残っていく授業で

あると考える。また、地域とのつながりもあり、学べるものも多々

ある。 

教員の研修状況 

 県教委が主催する消費者教育に関する研修について、希望され
る教員の方が各自で参加している状況となっている。 

 高等学校では、消費とくらしの安全室と県教委の共催で、公民
科、家庭科、商業科などの消費者教育の担当教員の方を対象に、

「社会への扉（消費者教育の教材）」の活用方法を中心に外部か

ら先生を招いて活用講座を行った。 

成年年齢引き下げへ

の対応 

 島根県消費とくらしの安全室と情報共有を行っており、一つの
例として、教員向けの消費者教育に関する情報や資料として、「す

くすく消費者」の提供を受けており、各学校に配布している。ま

た、担当教員を対象に講習会を開催している。（島根県教育委員会） 

 成年年齢の引き下げへの対応は、直接的には高校がメインとな
るため、義務教育においては、慌てて何かしなければならないこ

とは特にないと考えている。ただし、中学校卒業後に社会へ出る

生徒もいるため、今後は中学校教育においても対応を考えていく

ことも必要となる。 

課題 

 現場の教員の負担が大きくなっており、その負担を軽減させるこ
とがセットとならなければ、消費者教育の重要性があったとして

も対応が困難である。 

 色んなことをやらないといけない学校教育の中で、消費者教育
の大事な部分をどのようにして生徒の記憶に残させるかが課題

である。 
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その他 

 ＰＴＡ総会にて、保護者の方を対象とした外部講師による講演
会の実施は、色々な分野においても取り組んでおり、良い取り組

みだと思う。ただし、授業だけ見て帰ってしまう保護者の方も多

く、どうやって保護者の方に参加頂くかということが課題であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 社会教育・高齢者対策について 

社会教育 

取り組み状況 

 県では依頼を受けて、安来市の日立金属の新採社員向けの消費者教
育に職員を派遣している。【島根県消費とくらしの安全室】 

 安来市内の新規就職者に対する「歓迎の集い」にて、消費者教育のよ
うな研修要素を組み込むことはできると思う。【事業者団体】 

 ミニ講座をきっかけに、内容の復命伝達により、消費生活に関する
認識が職員間で広がり、組織間での連携がしやすくなった。【福祉関

係機関】 

高齢者対策 

取り組み状況 

 日常生活自立支援事業9や成年後見人制度10により、高齢者の日常生

活支援や生活トラブルの相談対応・トラブル対応を行っている。 

 職員は、島根県社会福祉協議会や裁判所などが実施している研修会
に参加している。 

 高齢者見守り協定連絡会（社会福祉協議会、安来警察署、民生児童委
員、山陰中央新報（販売店協会））による高齢世帯の見守り体制があ

り、問題が生じたときの連携をとっている。 

 市と訪問業態の企業（新聞、乳飲料販売事業者、郵便局、金融機関、
 

9 日常生活自立支援事業：認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等のうち判断能力が不十分な方が地域にお

いて自立した生活が送れるよう、契約に基づき福祉サービスの利用援助等を行う事業 

10 成年後見人制度：判断能力が不十分な方を支援する立場の人を家庭裁判所から選任してもらう制度 

 教育現場では、色々な課題があり、消費者教育に傾注して取り組みを進めていくこ
とに難しさを感じている。 

 教育上の施策を考えていく上では、現場の実情を考慮し、既存の取り組み（教材や外
部講師の活用など）を上手く活用していきながら、教員の負担とならない手法で、か

つ、児童・生徒にも効果的なテーマに絞った内容とする必要がある。 

 安来市消費生活センターは、消費者教育の実効性があがる方法（参考となる教材の
提供や外部講師の紹介など）を提案し、教育現場との連携を深めていくことが求めら

れる。 
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電力会社など）との間で「日常生活における安来市民見守りに関する

協定」を締結することによる、日常生活の中で市民の安全を確保する

見守り体制がある。 

 高齢者への教育よりも、認知機能の低下した高齢者を周りが見守る
周囲の人の関わりが重要だと認識している。【福祉関係機関】 

課題 

 講座や広報などで情報周知しても一過性の効果しか期待できない。
地域における連携や見守りを強化することのほうが重要である。 

 自立が困難な高齢者個人に対する教育は難しい。周囲の人による世
帯個別への見守りなど個別の見守り体制を強化することが現状では

必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 安来市消費者教育推進計画に対して求めること・注力すべき事項など 

計画に対して 

 消費者トラブル対策では、高齢者の防止策が重要視されがちだが、小
学校高学年くらいの低年齢からの教育が重要だと感じる。年齢層に応

じた体系的な教育が推進されることが望ましい。【警察】 

 学校教育や社会教育への支援といった面で、積極的に専門家を活用
して頂けるとありがたい。【専門家】 

 計画がありきたりの一過性のマニュアルとならないように横断的な基
盤体制がある地区での先駆的な取り組みができると良い【事業者団体】 

 消費者市民社会（消費者教育の体系イメージマップ）を共有しなが
ら、ライフステージに応じた教育を各年代で実施していくことが重

要。【島根県消費とくらしの安全室】 

 消費生活においても、グリーンマーク11など環境に良いものを常に選

んでいただくような「賢い選択」の視点を盛り込んでいただきたい。 

 「消費者教育」というキーワード自体を市民に浸透させることが重
要、市民の目に頻繁に触れるような周知方法が必要だと考える。【市

関係課】 

 周知、情報共有には、住民間の横つながり(口コミ)も重要である。ミ

 

11 グリーンマーク：原料に古紙を規定の割合以上利用していることを示すマーク 

 高齢者に対する消費者教育の充実には、本人のみではなく、高齢者を見守る周囲の
方々への教育や地域社会全体での見守っていく体制づくりという視点が重要となる。 

 トラブルを未然に防ぐためにも、消費者トラブルに限らず日常の異変に対して気軽
に相談できる市のワンストップ窓口が求められる。 
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ニサロンやミニデイサービスの教室、サークルに併せて出前講座や情

報周知などを行えば、住民間の口コミで情報が広がりやすく効果的で

ある。【福祉関係機関】 

連携体制・受付

窓口など 

 消費者教育に関係する各種団体が意見交換できる場があるとよい。 

 消費者教育コーディネーター12（消費者教育に関する調整をする役割

者）と同様の機能を持ったワンストップ窓口などが、市などの行政窓

口としてあれば良いのではないかと考える。 

 消費者行政には、横断的な対応が必要である。（市役所庁内、地域福
祉（地域包括支援センター、交流センター、各地区社会福祉協議会等）

との連携） 

 

 

 

  

 

12 消費者教育コーディネーター：当地域における消費者教育を全般的に企画・調整し推進する担当者 

県の消費者行政所管部局に配置され、教育委員会と連携して県内の小学校・中学校・高等学校や特

別支援学校、大学等に外部人材を講師として派遣するよう企画・調整を行う 

 計画の実効性を持たせるために、様々な教育の場（学校、地域、家庭、職場など）
でどのように消費者教育を推進していくかが重要となる。 

 地域単位の情報周知、情報共有には、浸透しやすい集まりの場に話題提供されるな
ど住民間の横つながりが考慮されることが重要である。 

 今後、消費者教育を担え得る機関が多様な業務を執行している中、現場に消費者教
育を組み入れる下地が形成されていないため、安来市消費生活センターが施策の推

進者として、関係機関との横断的な連携を図る必要がある。 
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5. 課題のとりまとめ 

前述の「1.社会経済情勢の変化と消費生活」「2.安来市における消費者行政の現

状」「3.アンケート調査結果」「4.関係団体ヒアリング調査結果」の結果より「消費

者教育の現状と課題」を整理します。 

 

 消費者を取り巻く環境・消費者意識における課題 

 民法改正による成年年齢引き下げにより、18、19歳の新成人が未成年者取消権の

保護から外れる。高校生期までに、実践的な消費者教育を行うことが必要である。 

 消費者事故・トラブルにおける高齢者の占める割合は高く、今後、さらに高齢化が
進展する状況において、高齢者対策の充実と工夫が必要である。 

 高度情報化の進展に伴い、消費生活はグローバル化やボーダーレス化している。消
費者トラブルも複雑化しており、賢い消費者として、情報に対する基本的な知識や

理解（情報リテラシー13）の向上を図る必要がある。 

 持続可能な社会形成への機運が高まっている。消費者市民社会における一員とし
てモラルとマナーを備えて行動することが必要となっている。 

 消費活動においては価格や品質への意識は高いが、「消費やサービスが環境に及ぼ
す影響」などへの意識は低い。自らの消費活動が社会に影響を与えることについて

も意識を向ける必要がある。 

 若年層における消費者問題への関心が低い。若年層の関心度の向上を図る対策が
必要である。 

 

  

 

13 情報リテラシー：情報機器や ITネットワークを活用して、情報・データを管理・活用する能力 

  施策の方向性   

・「消費者教育」の推進と「消費者市民社会」への理解度の向上 

・高校生期までの実践的な消費者教育の実施 

・多様化する消費者トラブルに対応できる自立した消費者の育成 

・持続可能な社会形成のためのモラルとマナーを備えた賢い消費者の育成 
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 教育の場・教育の機会における課題 

 消費者問題に関わる年齢別の相談件数では 60 歳以上が半数を占めるものの各年

齢層からの相談がある。ライフステージに応じた教育を実施していくことが重要で

ある。 

 PTA などを通じた保護者への消費者教育は、家庭内に教育効果が波及することが

期待できるため、効果的な手法の検討が求められる。 

 新採社員や新規就職者等の若い世代の社会人に向けた消費者教育については、既
存の取り組みを活用しつつ効果的な内容を付加することが必要である。 

 地域単位の情報周知、情報共有には、浸透しやすい集まりの場に話題提供されるな
ど住民間の横のつながりが考慮されることが重要である。（ミニサロンやミニデイ

サービスの教室、サークルに併せた、出前講座の活用や情報の提供・周知などの工

夫が必要） 

 消費者教育の重要な場として、約 5割が「地域（交流センター、自治会、老人会）」を

あげている。 

 

 

 

  

  施策の方向性   

・ライフステージに応じた教育の場、教育の機会の提供 

・教育現場との連携による効果的な教育手法の提供 

・学校教育、地域、職場などにおける既存の教育機会を活用した消費者教育の実践 

・体系的な消費者教育のマネジメント 

・低年齢期における消費者教育の実践 
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 消費者リーダーの育成・教育資源の活用における課題 

 教育現場アンケートでは、消費者教育に関する課題として、「他の優先課題があ
り取り組めない」、「どのような取り組みをすればよいか分からない」をあげる園、

学校が多い。一方、消費者教育の重要な場として「小中学校、高等学校の授業」

をあげる人が約 6割あり、消費者教育を推進していくためには学校教育現場が重

要となる。既存の取り組みの活用と効果的な教材や外部講師の派遣など、教職員

の負担とならない施策が必要である。 

 多様な高齢者サービスがある中、その一部である消費者教育の充実には、本人の
みではなく、高齢者を見守る周囲の方々への教育や地域社会全体で見守っていく

体制づくりが必要である。（既存の見守り体制「高齢者見守り協定連絡会」「日常

生活における安来市民見守りに関する協定」等との連携活用） 

 

 

 

 

  

  施策の方向性   

・既存の取り組みの活用や教育資源のコーディネートによる学校現場における負

担への配慮と効果的な手法の提供 

・消費者リーダー（教職員、見守りの構成員など）の育成と消費者教育の普及 

・消費者相談への対応と被害防止における専門家との連携強化 

・既存の取り組みの情報収集・整理と活用 

・関係者の情報と認識の共有 

・多様な関係者、セクターが連携できる場の設定 
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 情報発信・意識啓発における課題 

 安来市消費生活センターと消費者ホットライン（188）の認知度は約 2割にとど

まる。トラブル遭遇時に「相談しなかった」人が約 5割、相談しなかった人の 2

割は「どこに相談すればよいか分からなかった」をあげている。トラブル遭遇時

に迅速な行動が取れるよう認知度の向上を図る必要がある。 

 29歳以下では 6割が消費者教育を受けた認識があるものの、30歳以上では 2割

以下にとどまっている。受けたことがない理由（2つまで選択）は、「消費者教育

という存在を知らなかった」が約 6 割、「受ける場があることを知らなかった」

が約 5割となっている。消費者教育への認識や教育の場の認知度向上を図る必要

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 推進体制における課題 

 関係機関が、消費者教育に関わる多様な施策を展開しているものの、横の連携が
取れていない。効果的な消費者教育施策を展開していくため、安来市消費生活セ

ンターが主体となって関係機関との横断的な連携を図る必要がある。 

 トラブルを未然に防ぐためにも、消費者トラブルに限らず日常の異変に対して気
軽に相談できる市のワンストップ窓口が求められている。 

 

 

 

  

  施策の方向性   

・消費者教育への認識や教育の場の認知度の向上 

・消費者トラブルに対する施策の認知度の向上 

・実践事例やモデルケースを活用した意識啓発 

・地域単位や関係者に波及する情報発信 

・消費者問題に関する情報収集・情報整理 

  施策の方向性   

・安来市消費生活センターを中心とした関係機関との横断的な連携 

・消費者トラブルに限らず日常の異変に対して気軽に相談できる市のワンストップ窓口 
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第3章 計画の基本理念・基本方針 

1. 基本理念 

 

 

 

消費者教育の目標は、消費者自らが社会的役割を自覚しつつ、自身の権利と責任

を認識する「消費者の自立」とともに、その消費者が心豊かによりよく暮らせるよ

う積極的に参加する社会、すなわち「消費者市民社会の実現」を図ることです。 

本市は、すでに組織間の垣根を超えた見守り体制があり、消費者教育においては、

これらの連携を活かすとともに、消費者やそれを取り巻く関係者がともに支えあい

ながら「自立した消費者」を育成することを目指します。 

また、自立した消費者のネットワークを広げることにより、安心・安全な「消費

者市民社会」の形成を推進します。 

 

2. 基本方針 

基本理念と「第 2章 消費者を取り巻く現状と課題」を踏まえ、以下の 3つを基

本方針とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

消費者の自立と安心・安全で豊かな消費者市民社会を目指す 

幼児期から高齢期までのライフステージに応じた教育の場、教育の機会の充実を図

り、学校教育、地域、職域、家庭などの身近な場で体系的に消費者教育を推進します。 

消費者の環境やライフステージに応じた消費者教育の推進 

消費者リーダーの育成と関係機関・団体との連携 

消費生活に必要な情報提供、意識啓発 

消費者リーダーの育成を図るとともに、関係機関・団体の連携強化により、総合的・

一体的な消費者教育を推進します。 

多岐にわたる消費者教育の情報を収集し、消費者リーダーが効率的・効果的な活動が

行えるよう、また、広く市民の意識啓発につながるよう、必要な情報発信を行いま

す。 
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3. 施策体系（概念図） 

 

 

 

 

基本方針１：消費者の環境やライフステージに応じた体系的な消費者教育の推進 

施
策
の
方
向
性 

1 幼児期における消費者教育の実践 

2 学校教育との連携による効果的な教育手法の提供 

3 地域における消費者教育の実践 

4 職域における消費者教育の実践 

5 高齢期における消費者教育の実践 

 

基本方針２：消費者リーダーの育成と関係機関・団体との連携 

施
策
の
方
向
性 

1 
既存の取り組みの活用や教育資源のコーディネートによる 

学校現場における負担への配慮と効果的な手法の提供 

2 消費者リーダー（教職員、見守りの構成員など）の育成 

3 消費者トラブル対応と被害防止における専門機関等との連携強化 

4 既存の取り組みの情報収集・情報整理 

5 関係者の認識・情報の共有／多様な関係者、セクターが連携する場 

 

基本方針３：消費生活に必要な情報提供、意識啓発 

施
策
の
方
向
性 

1 消費者施策や消費者問題に関する認知度の向上 

2 効果的な情報発信・意識啓発 

3 消費者問題に関する情報収集・情報整理 

 

 

基本理念：消費者の自立と安心・安全で豊かな消費者市民社会を目指す 
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第4章 施策と数値目標 

 

基本方針に基づき、施策の方向性と施策を以下の通りとします。また、施策の実

効性を高めるために基本方針ごとの数値目標を設定します。 

 

 

 

基本方針 1 消費者の環境やライフステージに応じた体系的な消費者

教育の推進 

幼児期から高齢期までのライフステージに応じた教育の場、教育の機会の充実を

図り、学校教育、地域、職域、家庭などの身近な場で体系的に消費者教育を推進し

ます。 

推進にあたっては、学校現場のほか子育て支援センターや保護者会、PTA 活動、

交流センターなどとの連携により、既存の活動を「教育の場」として活用します。 

 

数値目標 実績値（2018年） 目標値（2024年） 

出前講座等の開催回数 7回/年 20回/年 

学校で授業を支援した回数 5回/年 22回/年 

 

 

 幼児期における消費者教育の実践 

施策 
推進する組織 
連携先 

a 

幼稚園・こども園・保育所等における既存の取り組みの活用 

子ども未来課 日頃の取り組みを活用し、幼稚園・こども園・保育所等における消費者教育

を推進します。 

b 

家庭における消費者教育の推進 

子ども未来課 
乳児健診での情報メディアに関する啓発広報をはじめ、子育て支援センター

イベントなどの親子で参加できる学習会の開催や保護者会など関係団体への

出前講座の実施、子どもの消費者被害や事故防止に向けた各種情報の提供な

ど、家庭での消費者教育を支援します。 
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 学校教育との連携による効果的な教育手法の提供 

施策 
推進する組織 
連携先 

a 
学習指導要領に基づく消費者教育の実施 

学校教育課 
学習指導要領に基づく消費者教育に関する授業の実施を支援します。 

b 

ＥＳＤ（持続可能な社会の担い手づくりのための教育）の取り組みと関連する教育との連携 

学校教育課 環境教育、食育（食品ロス）、金融教育、法教育、国際理解教育等との連携を

図り消費者教育の視点から、教材やコンテンツの共通化を図り、互いの教育

内容を織り込んだ教育を推進します。 

c 

環境教育を通じた消費者教育の推進 

環境政策課 ３R14推進、ゴミの減量、マイバック普及、CO2削減をはじめとする循環型社会
15の形成にむけた啓発活動と連携します。また、安来市地球温暖化対策地域協

議会による温暖化対策の啓発や環境イラストコンテストを実施します。 

d 

食育を通じた消費者教育の推進 

給食教育課 給食センター見学の受け入れ、親子料理教室の開催、食や食材に関する情報

提供、食育環境出前講座の実施などセンターを活用した食育を推進します。 

e 

健康づくりを通じた消費者教育の推進 

いきいき健康課 食と歯の健康づくりをテーマにしたフェスティバル、食生活改善推進員の活

動支援及び地区活動において食育の推進を支援します。 

f 

食品ロス削減を通じた消費者教育の推進 
福祉課 

（社会福祉協議会）市民や企業などから余っている食品や商品を集め、食べ物に困っている人に

提供するなど、フードバンク16（食品ロス削減）を推進します。 

g 

成年年齢の引き下げを踏まえた消費者教育の実施 

学校教育課 成年年齢の引下げを踏まえ、若者が自立した消費者として、かつ社会の一人

として行動できるようになることを目指すため、中学校で消費者教育を推進

します。 

h 

家庭における消費者教育の推進 

学校教育課 ＰＴＡ活動など関係団体への出前講座の実施、子どもの消費者被害や事故防

止に向けた各種情報の提供など、家庭での消費者教育を支援します。 

 

  

 

14 ３R：環境配慮に関するキーワードである Reduce（減らす）、Reuse（繰り返し使う）、Recycle（再資源化する）

の 3つの Rの総称 

15 循環型社会：廃棄物を減らし資源を循環させながら利用していく社会 

16 フードバンク：品質に問題がないにもかかわらず市場で流通できなくなった食品を、企業から寄附を受け生活困

窮者などに配給する活動及びその活動を行う団体 
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 地域における消費者教育の実践 

施策 
推進する組織 
連携先 

a 

交流センター等における意識啓発 
消費生活 

センター 交流センターやミニサロン、ミニデイサービス、自治会等において、消費者

問題・消費者教育に関する出前講座を実施します。 

b 
消費者被害防止に関する意識啓発 消費生活 

センター 消費生活センターによる消費者被害防止の啓発イベントを行います。 

c 

環境保護に関する意識啓発 

環境政策課 やすぎ環境フェア、水環境学習ツアーなどにおける環境保護等に関する意識

啓発活動を行います。 

d 

食品ロス・環境保護に関する意識啓発 

給食教育課 給食センター見学などを通じて食育や食品ロス、環境保護等に関する意識啓

発活動を行います。 

 

  

学校教育との連携体制のイメージ図 
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 職域における消費者教育の実践 

施策 
推進する組織 
連携先 

a 

新社会人に対する消費者教育の促進 
商工観光課 

（商工会議所･商工会）安来市内の企業に就職する新就職者に対し、社会人として必要な消費者教育

の研修を行います。 

b 

フードバンク事業の推進 
福祉課 

（社会福祉協議会）フードバンク登録事業の推進等により、食品ロスの削減を推進するとともに、

意識啓発を行います。 

c 

食品ロス削減の推進 

環境政策課 宴会の料理を食べきろう 3010 運動の推進等により、食品ロスの削減を推進

するとともに、意識啓発を行います。 

d 

事業者に対する消費者教育の促進 

商工観光課 

（商工会議所･商工会）

事業者向け法律勉強会（食品表示法、景品表示法、消費者裁判手続特例法等）

等を開催し、消費者が安全に商品・サービスを選択できる環境づくりを推進

します。また、消費者志向経営の取り組みに関する普及啓発や企業の社会貢

献活動（CSR17）を通じた消費者教育を支援します。 

 

 高齢期における消費者教育の実践 

施策 
推進する組織 
連携先 

a 

高齢者見守り協定連絡会による高齢者の見守り 
福祉課 

（社会福祉協議会）高齢者見守り協定連絡会（社会福祉協議会、安来警察署、民生児童委員、山

陰中央新報（販売店協会））による見守りを行います。 

b 

日常生活における市民見守り協定による高齢者の見守り 

総務課 日常生活における安来市民見守りに関する協定に基づき、市と訪問業態の企

業（新聞、乳飲料販売事業者、郵便局、金融機関、電力会社など）により日

常生活の中で市民の安全を確保するための見守りを行います。 

c  

地域見守りネットワークによる高齢者の見守り 
消費生活 

センター 高齢者等への消費者被害防止のための地域見守りネットワーク(消費者安全

確保地域協議会) による見守りを行います。 

d 

高齢者等に対する消費者被害防止 
介護保険課 

（地域包括支援センター）地域包括支援センターの業務の中で、悪質商法の事例等の周知や見守りを行

います。また、職員への研修を行うなど消費者被害防止を図ります。 

 

 

17 CSR：「企業の社会的責任」という意味である「Corporate Social Responsibility」の略。一般的には、収益を求

めるだけなく、環境活動、ボランティア、寄付活動など、企業としての社会貢献の活動 
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社会福祉協議会

安来警察署

民生児童委員

高齢者等

高齢者見守り協定連絡会
地域見守りネットワーク

訪問業態企業

新聞

乳飲料販売

事業者
郵便局

金融機関 電力会社

日常生活における市民見守り協定

高齢者に関する社会福祉法人

シルバー人材センター

地域包括支援センター

医師会

老人クラブ連合会

商工会 自治会

見守り

見守り

見守り

見守り

高齢者見守り体制のイメージ図 
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基本方針 2 消費者リーダーの育成と関係機関・団体との連携 

学校等の教職員や交流センターの職員に対する消費者教育の指導力向上のため

の講座・研修等を行うことにより消費者リーダーの育成を図るとともに、県消費者

センターや専門家（弁護士、警察等）等の関係機関・団体との連携強化により、総

合的・一体的な消費者教育を推進します。 

 

 

数値目標 実績値（2019年） 目標値（2024年） 

消費者リーダー育成のための講師派遣回数 新規 5回/年 

 

 

 既存の取り組みの活用や教育資源のコーディネートによる学校現場におけ

る負担への配慮と効果的な手法の提供 

施策 
推進する組織 
連携先 

a 

消費者教育の場への講師派遣 

消費生活 

センター 

小中学校等における消費生活に関する資料や情報を提供するとともに、教育

委員会と連携し外部講師の活用等による消費者教育を支援します。 

外部講師の派遣にあたっては、庁内関係各課との連携や県の消費者教育コー

ディネート事業等を活用します。 

 

 消費者リーダー（教職員、見守りの構成員など）の育成 

施策 
推進する組織 
連携先 

a 

教諭・保育士等における消費者リーダー育成 

子ども未来課 幼稚園・こども園・保育所等の教諭・保育士等への消費者教育の指導力向上

のための講座・研修等を行います。 

b 

小中学校の教職員等における消費者リーダー育成 

学校教育課 小中学校の教職員等への消費者教育の指導力向上のための講座・研修等を行

います。 

c 

教育現場の消費者リーダー育成のため外部研修の活用 
消費生活 

センター 教育現場における消費者リーダー育成のために外部機関で実施する研修機会

の活用や研修に関する情報提供を行います。 
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d 

見守り体制等における消費者リーダー育成 

福祉課 

（社会福祉協議会）

社会福祉協議会、地域包括支援センター職員及び民生児童委員等の見守り体

制を担う人材への消費者被害防止の資質向上のための講座・研修等を行いま

す。 

e 

見守り体制等の消費者リーダー育成のための外部研修の活用 

消費生活 

センター 
見守り体制等の職員における消費者リーダー育成のために県で行う消費者リ

ーダー育成講座をはじめとする外部機関で実施する研修機会の活用や研修に

関する情報を提供します。 

f 

交流センター職員への情報提供 
消費生活 

センター 交流センター職員が消費者問題に関する相談対応ができるように情報を提供

します。 

g 

地域で活躍する消費者リーダーの活用 
消費生活 

センター 市内で活躍できる消費者リーダーについて把握し、消費者教育の活動に協力

していただきます。 

 

 消費者トラブル対応と被害防止における専門機関等との連携強化 

施策 
推進する組織 
連携先 

a 

専門家との連携による消費者トラブの相談体制整備 
消費生活 

センター 消費生活相談のうち、高度な知識等を必要とする相談に対応するため専門家

（弁護士、司法書士、警察等）と連携を図ります。 

b 

県消費者センターとの連携強化 

消費生活 

センター 

効果的な消費者教育を推進するため、県消費者センターと連携し、担い手の

育成、情報共有を行います。また、複雑化・多様化する消費者相談に迅速・

的確に対応できるよう、県が開催する研修会を利用するなど相談窓口職員の

スキルアップを図ります。 

 

 既存の取り組みの情報収集・情報整理 

施策 
推進する組織 
連携先 

a 
消費者教育に関連する庁内部署・関連機関の発掘 消費生活 

センター 庁内部署・関係機関における消費者教育活動と連携します。 

b 

消費者教育に関連する NPO、企業 CSR活動等の発掘 
消費生活 

センター NPO、企業等が実施する活動のうち、消費者教育の観点から、連携が可能なも

のについて把握します。 
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安来市消費者教育推進計画 

 

 関係者の認識・情報の共有／多様な関係者が連携する場づくり 

施策 
推進する組織 
連携先 

a 

消費者教育の関係者との情報交換 

消費生活 

センター 

消費者団体との意見交換を行い、今後の消費者施策を推進するにあたっての

意見を取り入れます。 

また、消費者教育における情報や取り組みを進めるうえでの課題を共有し、

消費者リーダー相互が連携を深めることができるよう、情報交換の場づくり

を推進します。 
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安来市消費者教育推進計画 

基本方針 3 消費生活に必要な情報提供、意識啓発 

多岐にわたる消費者教育に資する情報を収集し、消費者リーダーが効率的・効果

的な活動が行えるよう、また、広く市民の意識啓発につながるよう、必要な情報の

提供を行います。 

情報発信にあたっては、実践事例やモデルケースを活用した意識啓発を行うとと

もにミニサロン、ミニデイサービス等を活用します。 

 

 

数値目標 実績値（2019年） 目標値（2024年） 

安来市消費生活センターの認知度 53％ 80％ 

 

 

 消費者施策や消費者問題に関する認知度の向上 

施策 
推進する組織 
連携先 

a 
消費者教育への認識や教育の場の認知度の向上 消費生活 

センター 消費者教育関連分野の出前講座・イベント等の広報・PRを行います。 

b 

消費者トラブルに対する施策の認知度の向上 

消費生活 

センター 

全国共通の電話番号「消費者ホットライン（188）」の認知度向上をはじめと

する消費者トラブルに対する行政施策や啓発活動の認知度を向上させるた

め、消費者被害防止の啓発イベントや市報や告知放送などのツールを利用し

た情報提供を行います。 

 

 効果的な情報発信・意識啓発 

施策 
推進する組織 
連携先 

a 

広報紙やホームページ等による情報発信 
消費生活 

センター 消費者トラブルに対する行政施策や啓発活動、消費者教育の実践事例やモデ

ルケースについて広報紙やホームページ等による情報提供を行います。 

b 

実践事例やモデルケースを活用した意識啓発 
消費生活 

センター モデルケースに関する取り組みを市内地域での普及を促進するための活動支

援及び啓発活動を行います。 

c 

地域単位や関係者への情報発信 
消費生活 

センター ミニサロン、ミニデイサービス、自治会等におけるチラシ等による情報提供

や出前講座・講師派遣等による啓発活動を行います。 
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 消費者問題に関する情報収集・情報整理 

施策 
推進する組織 
連携先 

a 

消費生活の動向・相談事例の分析 
消費生活 

センター 消費者のおかれている状況を把握し、消費者教育に反映を図るため、消費生

活の動向や相談事例の動向を分析します。 

b 

消費者教育参加者に対するアンケート実施 
消費生活 

センター 消費者教育に関する要望や改善点等を把握するため、アンケートを実施しま

す。 
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安来市消費者教育推進計画 

第5章 計画の進め方 

 

1. 総合的な消費者教育の推進体制 

 教育機関、見守り体制、福祉関係者をはじめとする様々な消費者リーダーとの相互連

携により、消費者教育を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 計画の進捗状況の検証と評価 

計画の透明性を確保し、次年度以降の効果的な事業実施につなげるため、計画の

進捗状況を安来市消費者行政審議会に報告します。 

また、計画の最終年度には、目標の達成状況を評価し、次期計画の策定に向けた

事業の見直しを行います。 

 

相互の連携 

教育機関 

法律専門家 

消費者団体 

福祉関係者 

様々な消費者リーダー 

見守り体制 

安来市 
（安来市消費生活センター） 

警 察 

事業者 

消費者の自立と安心・安全で豊かな消費者市民社会を目指す 

消費者リーダーの育成 

情報提供・意識啓発 

体系的な消費者教育の推進 

 市民・消費者 

推進体制のイメージ図 



 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 編 
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1. 安来市消費者教育推進計画 策定経過 

 

期 日 内 容 

令和元年 8月 20日～9月 3日 市民アンケート 
〇調査の目的 
市民の消費活動時の意識や消費者トラブル経験の有無、トラブル

遭遇時の対応、消費者教育の経験等に関する実態を把握するために

アンケート調査を行った。 
〇調査概要 
・調査対象者及び配布方法：安来市内在住の 18 歳以上の市民から

1,000人を無作為抽出し郵送配布・郵送回収 
・有効回答数：499（回収率：49.9％） 

令和元年 9月 18日～10月 2日 教育現場アンケート 
〇調査の目的 
幼児教育、学校教育における消費者教育の実態を把握するために

アンケート調査を行った。 
〇調査概要 
・調査対象者及び配布方法：市内の教育機関等 46機関に対し実施 

小学校・中学校は、教育委員会校長会議にて

配布、連絡ボックスにより回収 

保育園・認定こども園、幼稚園及び高等学校

は、郵送配布・郵送回収 

・回収数：41（回収率：89.1％） 
令和元年 7月 12日～10月 10日 関係機関ヒアリング 

〇調査の目的 
教育機関等の外部関連団体及び市関係課における消費者教育の実

施状況や課題、推進計画に対する意見について把握するために、事

前アンケート調査及びヒアリング調査を行った。 
〇調査概要 
・事前アンケート：送付 19団体、返信 14団体（R1.7.12～8.9） 
・ヒアリング：対象 14団体（R1.8.19～10.10） 

令和元年 11月 5日 第１回安来市消費者行政審議会 
①安来市消費者教育推進計画策定について 
〇消費者教育の推進にかかる基本事項 
〇計画策定手順・スケジュール 
〇消費者を取り巻く現状と課題 
１）社会経済情勢の変化と消費生活 
２）アンケート調査結果の概要 
３）関係団体ヒアリング調査結果の概要 

〇課題の取りまとめ、計画の基本理念・基本方針（案） 
令和 2年１月 15日 第２回安来市消費者行政審議会 

①副市長諮問 
②安来市消費者教育推進計画（素案）について 

令和 2年 1月 24日～2月 12日 パブリックコメント（市民意見募集） 
令和 2年 2月 28日 第 3回安来市消費者行政審議会 

①パブリックコメントの結果について 
②安来市消費者教育推進計画（最終案）について 
③安来市消費者教育推進計画概要版（案）について 
④安来市消費者教育推進計画の今後の進行管理について 

令和 2年 3月 10日 安来市消費者行政審議会から答申 
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2. 安来市消費者行政審議会 委員名簿 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 138条の 4第 3項の規定に基づき、消費者

行政の推進に関し必要な事項を調査及び審議するため、安来市消費者行政審議会を設

置しました。 

任期 令和元年 6月 1日～令和 3年 5月 31日 

 区 分 氏 名 所 属 

会長 識見者 安達 紘二 (公)島根県シルバー人材センター連合会 

副会長 事業者 板持 真澄 安来商工会議所 

委員 消費者 山岡 公代 安来市消費者団体連絡会 

委員 事業者 蒲生 安生 安来市商工会 

委員 事業者 並河 光彦 山陰合同銀行安来支店 

委員 識見者 長藤 陽一 安来警察署生活安全課 

委員 教育者 原  智 安来市中学校校長会（第三中学校） 

委員 教育者 山中 容子 安来市小学校校長会（赤屋小学校） 

委員 識見者 岩田 治作 安来市交流センター連絡協議会 

委員 識見者 矢削 重紀 安来市民生児童委員協議会 
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3. 背景・消費者教育の推進に関する法律の施行 

 消費者教育の重要性の高まりを受け、平成 24年 12月「消費者教育の推進に関する法律」が施行され、定義や基本理念、国・地方公共団体の責務などが定められた。 

 地方公共団体においては、社会経済的状況に応じた施策の策定及び実施を責務とし、学校・大学・地域等における消費者教育の推進、人材の育成等が義務付けられている。 

 安来市においては、消費者教育の推進を図るため、法第 10条 2項の規定に基づく消費者教育推進計画を策定するものとする。（計画策定においては、国の基本方針、島根県の消費者教育推進計画を踏まえるものとする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国 地方公共団体 消費者団体、事業者・事業者団体 

責務（第 4条） 

・消費者教育の推進に関する総合的な施策策定、実施 

 

 

責務（第 5条） 

・団体の区域の社会的経済的状況に応じた施策策定、実施 

（消費生活センター、教育委員会、その他関係機関との連携の下） 

［消費者団体］努力義務（第 6条） 

・消費者教育の推進のための自主的活動 

・学校、地域、家庭、職域その他の様々な場において

行われる消費者教育に協力 

 

 

［事業者・事業者団体］努力義務（第 7条） 

・国及び地方公共団体が実施する消費者教育の推進に

関する施策への協力 

・消費者教育の推進のための自主的活動 

・消費生活の知識の提供、従業員の研修など（第 14条） 

基本方針（第 9条） 

・消費者庁・文部科学省が案を作成・閣議決定 

・基本的な方向、推進の内容等 

都道府県消費者教育推進計画等 努力義務（第 10条） 

・都道府県消費者教育推進計画・市町村消費者教育推進計画（第 10条第 2項）の策定 

※市町村は国の基本方針及び都道府県計画を踏まえて策定する 

 

消費者教育推進会議（第 19条） 

・消費者庁に設置 

 

 

 

消費者教育推進地域協議会 努力義務（第 20条） 

・都道府県・市町村が組織 

・構成員相互の情報交換・調整～総合的、体系的かつ効果的な推進 

・推進計画の作成・変更に意見 

［構成：消費者、消費者団体、事業者、教育関係者、消費生活センター等］ 

［国・地方］義務付け 

○学校における消費者教育の推進（第 11条）  発達段階に応じた教育機会の確保、研修の充実、人材の活用 

○大学等における消費者教育の推進（第 12条） 学生等の被害防止のための啓発等 

○地域における消費者教育の推進（第 13条）  高齢者・障がい者への支援のための研修・情報提供 

○人材の育成等（第 16条） 

 

関係省庁の連携による施策の実施 

「若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム」・・・ 

消費者庁・文部科学省・法務省・金融庁の４省庁による連携 

消費者教育の推進に向けた指針 

・誰もが、どこに住んでいても、生涯を通じて、様々な場で消費者教育を

受けることができる機会を提供し、効果的に推進すること 

［手段］幅広い担い手の支援・育成、担い手間の連携、情報共有の促進 

島根県消費者基本計画（第５期計画策定中） 

［消費者教育の推進］ 

1消費生活情報の発信 

2消費者教育の総合的・一体的推進 

3消費者団体への支援 

4地域における消費者リーダーの育成 

消費者教育推進のための具体的な方策を審議 

・構成員相互の情報交換・調整～総合的、体系的かつ効果的な推進 

・基本方針の作成・変更に意見 

安来市消費者行政審議会 

［委員：消費者、事業者、教育関係者、消費者団体、学識経験者等］ 

※消費者教育推進法（第 10条第 1項）に基づく島根県消費者教育推進計画を兼ねる 

基本理念（第 3条） 

・消費生活に関する知識を習得し、適切な行動に結びつける実践的能力の育成 

・主体的に消費者市民社会の形成に参画し、発展に寄与できるよう積極的に支援 

［体系的推進］幼児期から高齢期までの段階特性に配慮 

［効果的推進］場（学校、地域、家庭、職域）の特性に対応、多様な主体間の連携、消費者市民社会の形成に関する多角的な情報の提供など 

消費者教育の総合的・一体的な推進、国民の消費生活の安定・向上を目的として 

消費者教育の重要性の高まり ・少子高齢化の進展、高度情報化の進展、消費生活のグロー

バル化、社会インフラに関わる産業の自由化、民法改正に

よる成年年齢の引き下げなど、消費者を取り巻く環境は大

きく変化しており、消費者問題は一層多様化・複雑化。 

・地球温暖化のような環境問題や経済社会の生み出す様々

な問題は、産業活動のみならず、消費活動によるところ

も大きいとの認識の高まり。 

・消費者には、自らの行動が社会に影響を与えることの自覚

と、環境に配慮した行動、さらには、人や社会、地域等を

配慮の対象とする、持続可能な消費の実践が求められる。 
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4. 消費者教育推進計画に関する広報パンフレット 

 

 

 

 

  

安来市は「消費者教育 推進計画」を策定します

わたしたちは、誰もが消費者です。
Ｑ1「消費者教育」とは？

A. 人が消費者として自立できるために は、その時代、社会に応じて、様々な知識と適切な行動がとれる実践的な 能

力を身につける必要があります。消費者の自立を助けるための働きがけが消費者教育です 。

Ｑ２「消費者市民社会」とは？

A. 消費者の一人ひとりが、単なるサー ビスの受け手としてでは なく、社会、経済、環境などに消費が与える影響

を考えて、商品やサービスを選ぶなど、公正で持続可能な発展に貢献するような消費行動をすることで、社会

の発展と改善に積極的に参加する社会を意味しています 。

A. スマートフォンの普及・インターネット利用の拡大による「デジタルコンテンツ」に関する相談件数の増加、民法改正による成年年齢の引き下げ（1 8 歳）による若年者の消費者トラブル増加の懸念、高齢化による高齢

者に関する相談割合の増加などの問題のほか 、地球環境・資源エネルギー問題や食品ロスなど 、消費者問題は多様 化・複雑化しています。それぞれの問題に対して対応できる力を身に付けるために消費者教育を行います 。

A. ライフステージに応じた様々な教育の場（学校、地域、家庭、職場など）を活用して、多様な担い手（自治体、教育機関、事業者 、ＮＰＯなど）が消費者教育を行います 。

　そのために、安来市では「消費者教育推進計画」を策定し、消費者教育の担い手を支援・育成するとともに、主体間の情報共有、連携により効果的な消費者教育の推進を目指します 。

Ｑ３「消費者教育の対象」は？

A. 子どもも、大人も、お年寄りも、みな消費者教育の対象です 。

　わたしたちの消費は、個人の生活を豊かにするだけでなく 、社会の在

り方をも変える大きな力を持っています。

　「消費者教育推進計画」は、被害に遭わない消費者、合理的な意思決定

のできる自立した消費者を育成するとともに、社会の一員として、社会

経済情勢や地球環境のことなどを考 え・行動し、公正かつ持続可能な社

会（消費者市民社会）の形成のために積極的に参画する消費 者を育成す

るための計画です。

社会の一員として行動する力 選ぶ力・計画する力 安全・安心を求める力

※裏面 に「消費者教育の体系イ メージマップ 」を示し ています 。

幼児期 小学生期 中学生期 高校生期
若者 成人一般 高齢者

成人期

消費者問題に取り組む
市民団体・ＮＰＯ等

事業者・事業者団体

法律専門家

福祉関係団体

学校教育機関

国・県・市

環 境

食 育

金融
経済

法 律

国際
理解

様々な担い手

会社の経営者、サラリーマン、販売員、公務員、学生、教師、テレビタレント・・ ・

どんな職業をしている人も、誰もが「 消費者  」です 。
※消費者：個人的な消費を目的として商品やサービスを購買・入手する全ての個人や世帯を意味します 。

Ｑ４「どのような問題」があるのか？

Ｑ５消費者教育は「どこで」、「だれが」行うのか？　

・商品安全の理解と

　危険を回避する能力

・トラブル対応能力

情報を見抜き、活用する力

【消費者市民社会の構築】 【生活の管理と契約】 【商品等やサービスの安全】 【情報とメディア】 消費者教育

※

消費者教育推進計画に関する広報パンフレット（表面） 
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消費者教育推進計画に関する広報パンフレット（裏面） 
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5. 用語解説 

 

No. 用 語 解 説 

1 食育 食事や食物に関する知識と選択力を身につけ、健全な食生活が送れ

るようにするための教育 

2 ESD 持続可能な開発のための教育（Education for Sustainable 

Developmentの略）、持続可能な開発を実現するために発想し行動

できる人材を育成する教育 

3 NPO Nonprofit Organizationの略で様々な社会貢献活動を行い、団体の

構成員に対し収益を分配することを目的としない団体の総称 

4 消費者リーダー 市町村や消費者団体における消費生活相談への従事、各地域におけ

る身近な消費者の最初の相談相手となり適切な助言をすること等の

地域の消費者教育や啓発活動を担う人材のこと 

5 電子商取引 

（ＥＣ、イーコマース）

インターネットなどのネットワーク上で契約や決済を行う商取引の

こと 

6 食品ロス 売れ残りや食べ残し、期限切れ食品など、本来は食べることができ

たはずの食品が廃棄されること 

7 消費者志向経営 企業等の組織が社会の一員として、自らの活動によってもたらされ

る影響を十分配慮し、消費者の権利を尊重し、消費者のニーズや期

待にこたえることにより組織の社会的責任を果たすこと 

8 社会への扉 成年年齢の引下げの動きも踏まえ、高等学校段階までに、契約に関

する基本的な考え方や責任を理解するとともに、契約を通じて消費

者として主体的に判断し責任を持って行動できるような能力を育む

ことを目的とした消費者庁作成教材 

9 日常生活 

自立支援事業 

認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等のうち判断能力が不

十分な方が地域において自立した生活が送れるよう、契約に基づき

福祉サービスの利用援助等を行う事業 

10 成年後見人制度 判断能力が不十分な方を支援する立場の人を家庭裁判所から選任し

てもらう制度 

11 グリーンマーク 原料に古紙を規定の割合以上利用していることを示すマーク 

12 消費者教育 

コーディネータ

ー 

当地域における消費者教育を全般的に企画・調整し推進する担当者 

県の消費者行政所管部局に配置され、教育委員会と連携して県内の

小学校・中学校・高等学校や特別支援学校、大学等に外部人材を講

師として派遣するよう企画・調整を行う 

13 情報リテラシー 情報機器や ITネットワークを活用して、情報・データを管理・活用

する能力 

14 ３R 環境配慮に関するキーワードである Reduce（減らす）、Reuse（繰

り返し使う）、Recycle（再資源化する）の 3つの Rの総称 

15 循環型社会 廃棄物を減らし資源を循環させながら利用していく社会 

16 フードバンク 品質に問題がないにもかかわらず市場で流通できなくなった食品

を、企業から寄附を受け生活困窮者などに配給する活動及びその活

動を行う団体 

17 CSR 「企業の社会的責任」という意味である「Corporate Social 

Responsibility」の略。収益を求めるだけなく、環境活動、ボランテ

ィア、寄付活動など、企業としての社会貢献の活動のこと 
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